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１ 評価基準の適用範囲 

本評価基準は、「一般廃棄物処理施設用地選定方針」に示される次の用地選定フローの

うち、一次調査（個別調査）、二次調査（詳細調査）及び最終候補地調査の結果に基づく

評価基準について適用するものとします。 

◆用地選定フロー 

 

  
 
 

用地選定方針
      施設整備概要
      候補地抽出エリアの整理
　    候補地の選定手法

提　出

了　承

提　案

  
 
 

  候補地確認
 
 

  詳細調査結果
 
 

提　示

  候補地の課題
 

報　告

提　示

報　告

提　示

報　告

答　申

R3.8.25

R3.10.18

R3.12上旬

R4.3中旬

R4.6中旬

R4.8下旬

R3.12末期限
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２ 評価の進め方 

候補地の評価は、①候補地概要、②生活環境・周辺条件、③自然環境・文化財、④防災

性、⑤事業実効性 及び⑥経済性の各項目を「基本評価項目」として設定し、市町村から

報告のあった「一次調査対象地」に対し、次に掲げる一次評価、二次評価により行うもの

とします。 

 

(1） 一次評価 

一次調査結果（個別調査結果）に基づき、一次評価点を算定し評価します。この結果、

適性の低い一次調査対象地を除外し、残った候補地を一次選定候補地とします。 

(2） 二次評価 

二次調査結果（詳細調査結果）に基づき、二次評価点を算定し評価します。この結果、

一次評価点と二次評価点を合計した総合評価点により、候補地の順位付けを行います。 

 

2-1 候補地の評価区分 

一次調査対象地は、次の２つの区分に分類し、評価を行うものとします。なお、可燃

ごみ処理施設、不燃ごみ処理施設及び最終処分場の一体的整備が可能な一次調査対象地

についても、次の区分に基づき評価を行うものとします。 

◆候補地の評価区分 

候補地の評価区分 内容 

1 中間処理施設の候補地 
可燃ごみ処理施設と不燃ごみ処理施設の一体

施設が整備可能な候補地 

2 最終処分場の候補地 最終処分場が整備可能な候補地 

 

 

2-2 一次評価の進め方 

一次評価は、次表に示すように、①候補地概要、②生活環境・周辺条件、③自然環

境・文化財、④防災性の基本評価項目について、65点満点で評価するものとします。 

評価の結果、一次評価点が 32.5点（満点の 50％）未満の候補地は除外するものと

し、残った一次調査対象地を一次選定候補地とします。 
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(1） 評価項目 

一次評価項目は、基本評価項目①から④に掲げる 12区分、32の評価項目とします。 

◆一次評価項目 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価区分
評価項目

配点
基本評価
項目配点

ⓐ 土地条件 ㋐ 土地の高低差（ｍ） 5
㋑ 敷地の形状 5

5
ⓑ 地質条件 5
ⓒ 気象条件 5

㋐ 都市地域 5
㋑ 農業地域 5
㋒ 森林地域 5

4区分 評価項目数 8 40
5
5
5
5
5
5

5
5
5
5

3区分 評価項目数 10 50
ⓐ 貴重種の生息
    環境

5

ⓑ 自然環境規制 ㋐ 自然保全地域 5
ⓒ 史跡・文化財 5

㋑ 埋蔵文化財の有無 5

3区分 評価項目数 4 20
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5

2区分 評価項目数 10 50

12区分 合計評価項目数 32 160 65一次評価点

㋑ 地盤係数
㋒ 既知断層からの距離（ｍ）

③
自然環境・文化財

㋐ 鳥獣保護区（指定状況）

15
㋐ 史跡・名勝・天然記念物の有無

④
防災性

ⓐ 法規制等 ㋐ 土砂災害防止法の区域

16

㋑ 地すべり防止区域
㋒ 砂防指定地
㋓ 急傾斜地崩壊危険区域
㋔ 山地災害危険地区
㋕ 洪水浸水想定区域
㋖ 津波災害警戒区域

ⓑ 地盤状況 ㋐ 地すべり地形

㋔ 混雑度
ⓑ 周辺土地利用

㋑ 病院までの距離（ｍ）
㋒ 学校までの距離（ｍ）

ⓒ 放流先の条件 ㋐ 漁業権の有無
㋑ 利水の有無

㋐ 住宅群（集落）までの距離（ｍ）

基本評価項目 評価項目

一
次
評
価

①
候補地概要

16

㋒ 支障物の有無
㋐ 地盤
㋐ 積雪寒冷特別地域

ⓓ 土地利用規制

②
生活環境・周辺条件

ⓐ 幹線道路 ㋐ 系統数

18

㋑ 車線数
㋒ 歩道有無
㋓ 通学有無
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(2） 点数化方法 

① 評価項目 

一次調査結果に基づき、次に示す方法で算出するものとします。 

◆評価項目の点数化方法 

３段階で評価 優（５点） 、 良（３点） 、 可（１点） 

２段階で評価 優（５点） 、 可（１点） 

 

 

② 基本評価項目 

①で算出した評価項目の得点を基本評価項目別に集計し、次式により、基本評価項

目別の得点に換算するものとします。 

◆算定式 

基本評価項目の得点 ＝ 基本評価項目の配点 × 
評価項目の合計得点 

評価項目数×５ 
 

  ※ 小数点が生じた場合は、小数点以下第 2 位を四捨五入し、小数点以下第 1 位までを得点とする。 

 

 

③ 一次評価点 

    ②で算出した基本評価項目別の得点の合計を一次評価点とします。 

 

 

(3） 一次調査選定候補地 

一次評価の結果、一次評価点が 32.5点（満点の 50％）以上の候補地を一次選定候補

地とします。 
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2-3 二次評価の進め方 

二次評価は、基本評価項目の⑤事業実効性 及び ⑥経済性の項目について、35点満点

で評価するものとします。 

   評価の結果、二次評価点に一次評価点（65点満点）を加えた総合評価点（100点満

点）により、「2－1 候補地の評価区分」の項に示す「中間処理施設の候補地」及び

「最終処分場の候補地」ごとに順位付けを行います。 

     

(1） 評価項目 

二次評価項目は、基本評価項目⑤及び⑥に掲げる５区分、10の評価項目とします。 

◆二次評価項目 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価区分
評価項目

配点
基本評価
項目配点

5
5
5

ⓑ 建設期間 5
2区分 評価項目数 4 20

ⓐ 運搬費

5

5

5

5

5

3区分 評価項目数 6 30

5区分 合計評価項目数 10 50 35二次評価点

基本評価項目 評価項目

㋐ 【中間処理施設】
　  収集運搬費（億円/年）
㋑ 【最終処分場】
　  埋立物運搬費（億円/年）

⑥
経済性

20

5

二
次
評
価

⑤
事業実効性

ⓐ 用地取得 ㋐ 土地の取得性

ⓑ インフラ整備費 ㋐ 搬入道路（新設・改良費）（億円）

㋑ 水道（敷設費）（億円）

㋒ 電気（敷設費）（億円）

㋓ 公共下水道（敷設費）（億円）

ⓒ 施設整備費 ㋐ 【中間処理施設】
  　敷地造成費（億円）
㋑ 【最終処分場】
　  処分場・浸出水処理施設整備費（億円）

15
㋑ 地権者数
㋒ 抵当権等の設定状況
㋐ 施設整備スケジュール
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(2） 点数化方法 

① 評価項目 

二次調査結果に基づき、次に示す方法で算出します。 

◆評価項目の点数化方法 

３段階で評価 優（５点） 、 良（３点） 、 可（１点） 

２段階で評価 優（５点） 、 可（１点） 

 

 

② 基本評価項目 

①で算出した評価項目の得点を基本評価項目別に集計し、次式により、基本評価項

目別の得点に換算するものとします。 

◆算定式 

基本評価項目の得点 ＝ 基本評価項目の配点 × 
評価項目の合計得点 

評価項目数×５ 
 

  ※ 小数点が生じた場合は、小数点以下第 2 位を四捨五入し、小数点以下第 1 位までを得点とする。 

 

 

③ 二次評価点 

    ②で算出した基本評価項目別の得点の合計を一次評価点とします。 

 

 

(3） 総合評価点と順位付け 

一次評価点（65 点満点）と二次評価点（35 点満点）を合計した総合評価点（100 点満

点）により、「2－1 候補地の評価区分」の項に示す区分（中間処理施設の候補地及び

最終処分場の候補地）ごとに順位付けを行います。 

なお、中間処理施設の候補地及び最終処分場の候補地が複数ある場合は、中間処理施

設の候補地ごとに、最終処分場の順位付けを行います。 
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３ 最終候補地評価 

施設整備事業の推進に多大な影響を及ぼすことが懸念される要因等を事前に把握し、そ

の対策を講じるため、最終候補地調査を行います。 

最終候補地評価は、当該最終候補地調査の結果を踏まえ、当該候補地の有効性を評価す

るものとします。 

(1） 対象候補地 

最終候補地調査は、次の候補地を対象とします。 

◆最終候補地調査の対象候補地 

対象候補地 対象候補地の基準 

中間処理施設の候補地 一次評価点と二次評価点を合計した総合評価点の順位

が１位となった候補地 

最終処分場の候補地 上記の中間処理施設の候補地において、1位の順位とな

った最終処分場の候補地 

  

(2） 調査項目 

最終候補地調査は、次の調査項目とします。 

◆最終候補地調査の調査項目 

調査項目 調査内容 

１ 候補地確認調査 候補地内における貴重種の生息や文化財等につい

て、机上調査を基本とする調査を行う。 

この調査結果を踏まえ、当該候補地の課題の抽出

を行うと共に、対処方針を作成する。 

２ 環境影響予測等予備調査 施設を整備した場合の周辺への影響について、既

往データ等を用いた環境影響予測等予備調査を行

う。 

調査項目は、大気汚染、騒音、振動、悪臭、水

質、景観の６項目とし、予測結果による周辺への影

響について、国が示す環境基準値との比較を行い、

必要な保全対策方針を作成する。 

 

(3） 最終候補地の評価 

候補地確認調査及び環境影響予測等予備調査に基づく課題、対策方針等を踏まえ、当該

候補地の有効性（施設整備の妥当性や実現性等）について、評価するものとします。 

当該評価において、有効性が認められないと判断される場合は、次点の候補地を最終候

補地とするものとし、その候補地に対し、改めて同様の調査を行い、評価を行うものとし

ます。 
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別表１ 一次評価・二次評価配点表 

 
※ 【 】の評価項目は、中間処理施設と最終処分場においてそれぞれの内容とする。 

評価区分
評価項目

配点
基本評価
項目配点

ⓐ 土地条件 ㋐ 土地の高低差（ｍ） 5
㋑ 敷地の形状 5

5
ⓑ 地質条件 5
ⓒ 気象条件 5

㋐ 都市地域 5
㋑ 農業地域 5
㋒ 森林地域 5

4区分 評価項目数 8 40
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5

3区分 評価項目数 10 50
③
自然環境・文化財

ⓐ 貴重種の生息
    環境

5

ⓑ 自然環境規制 ㋐ 自然保全地域 5
ⓒ 史跡・文化財 5

㋑ 埋蔵文化財の有無 5

3区分 評価項目数 4 20
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5

2区分 評価項目数 10 50

12区分 合計評価項目数 32 160 65

5
5
5

ⓑ 建設期間 5
2区分 評価項目数 4 20

ⓐ 運搬費

5

5

5

5

5

3区分 評価項目数 6 30

5区分 合計評価項目数 10 50 35

17区分 総合計評価項目数 42 210 100

一次評価点

二次評価点

総合評価点

⑥
経済性

⑤
事業実効性

二
次
評
価

ⓐ 用地取得 ㋐ 土地の取得性

ⓒ 施設整備費

㋑ 地権者数
㋒ 抵当権等の設定状況

㋐ 【中間処理施設】
  　敷地造成費（億円）
㋑ 【最終処分場】
　  処分場・浸出水処理施設整備費（億円）

ⓑ インフラ整備費 ㋐ 搬入道路（新設・改良費）（億円）

㋑ 水道（敷設費）（億円）

㋒ 電気（敷設費）（億円）

㋓ 公共下水道（敷設費）（億円）

㋒ 学校までの距離（ｍ）
一
次
評
価

㋑ 地すべり防止区域
㋒ 砂防指定地
㋓ 急傾斜地崩壊危険区域

ⓑ 地盤状況 ㋐ 地すべり地形
㋑ 地盤係数
㋒ 既知断層からの距離（ｍ）

④
防災性

ⓐ 法規制等 ㋐ 土砂災害防止法の区域

ⓒ 放流先の条件

ⓓ 土地利用規制

20

㋐ 【中間処理施設】
　  収集運搬費（億円/年）
㋑ 【最終処分場】
　  埋立物運搬費（億円/年）

㋐ 施設整備スケジュール

5

18

15

16
㋔ 山地災害危険地区
㋕ 洪水浸水想定区域
㋖ 津波災害警戒区域

15

㋐ 史跡・名勝・天然記念物の有無

㋐ 漁業権の有無
㋑ 利水の有無

㋐ 鳥獣保護区（指定状況）

㋐ 住宅群（集落）までの距離（ｍ）

基本評価項目

16

②
生活環境・周辺条件

ⓐ 幹線道路

①
候補地概要

ⓑ 周辺土地利用

㋒ 歩道有無
㋓ 通学有無

評価項目

㋒ 支障物の有無
㋐ 地盤

㋐ 系統数
㋑ 車線数

㋔ 混雑度

㋑ 病院までの距離（ｍ）

㋐ 積雪寒冷特別地域
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◆別表２(1) 一次評価における評価項目・評価方法・評価項目別評価基準①（点数化方法）

㋐ 土地の高低差（ｍ） 優 : ほぼ平坦（高低差10ｍ未満）

良 : 緩やかな傾斜地（高低差10ｍ以上20ｍ未満）

可 : 急峻な傾斜地（高低差20ｍ以上）

㋑ 敷地の形状 1 優 : 整形地であり、有効面積が確保できる。

良 : 不整形地であるが、有効面積の確保は可能

可 : 不整形地であり、有効面積の確保は困難

㋒ 支障物の有無 1 優 : 支障物は存在しない。

良 : 支障物が存在するが回避・撤去は可能

可 : 支障物が存在し回避・撤去は困難

優 : 基礎地盤（地盤支持力の確保が可能）

良 : 軟弱地盤

可 : 軟弱地盤（液状化懸念大）

ⓒ 気象条件 ㋐ 積雪寒冷特別地域 1 優 : 積雪寒冷特別地域の指定なし ・米子市・境港市・日吉津村が該当

可 : 積雪寒冷特別地域の指定地

優 : 工業系用途

可 : 市街化調整区域、あるいは都市計画区域外

優 : 指定されていない。

良 : 農業振興地域（農用地外）に該当している。

可 : 農業振興地域（農用地）に該当している。

優 : 指定されていない。

可 : 地域森林計画対象民有林に該当している。

配点16点 4区分 評価項目数 8 計40点

1 優 : 3系統以上

良 2系統

可 : １系統

優 : ４車線以上

系統数多⇒搬入の分散化が可能 良 : ２車線

車線数多⇒既往交通への影響が小 可 : １車線

歩道有⇒歩行者への影響が小 優 : 両側に歩道がある。

通学有⇒搬入時間等に配慮が必要 良 : 片側に歩道がある。

混雑度⇒１を超えると配慮が必要 可 : 歩道がない。

優 : 通学路となっていない。

可 : 通学路となっている。

優 : 1未満

良 : 1以上～1.5未満

可 : 1.5以上

優 : 500ｍ以上

良 : 300ｍ以上～500ｍ未満

可 : 300ｍ未満

優 : 500ｍ以上

良 : 300ｍ以上～500ｍ未満

可 : 300ｍ未満

優 : 500ｍ以上

良 : 300ｍ以上～500ｍ未満

可 : 300ｍ未満

優 : 設定されていない。

可 : 設定されている。

優 : 利水はない。

可 : 利水がある。

配点18点 3区分 評価項目数 10 計50点

基本評価項目 評価区分 評価項目 設定理由
評価項目

配点
評価基準

別紙
説明

調査方法

1

2

とっとりＷｅｂマップの地形データ等を活用し、高低差、形
状の確認、勾配を計測
Google　Earthの航空写真を活用して計数、計測

1

2

土地分類基本調査表層地質図等を活用し、地盤状況を
確認
液状化に関しては、過去の震災履歴により判断

1 積雪寒冷特別地域における道路交通の確保に関する特
別措置法に基づく指定の確認

ⓑ 地質条件 ㋐ 地盤 1 地盤が堅牢で液状化の危険性が小さい場
所は、施設の安全性確保において有効であ
るため設定。

1

※

※

※

移設、付け替えをせざるを得ない送電鉄塔
や水路等の支障物が存在する土地は、避け
ることが適当なため設定。

5点

ごみの搬入等において、道路状況（積雪の
大小等）は影響するため設定。

5点

・支障物が存在する場合、回避・撤去ができることが重要
である。

5点 ・堅牢な地盤（基礎地盤）が有効である。
・軟弱地盤は、改良あるいは杭施工が必要

②
生活環境
・周辺条件

ⓐ 幹線道路 ㋐ 系統数 ごみの搬入・搬出において、交通安全等へ
の配慮は不可欠であるため設定。

評価基準の考え方

ⓐ 土地条件 1 候補地内の高低差を考慮し、土地の造成、
活用のしやすさを図るため設定。

5点 ・起伏が激しい土地は、土地造成、残土処分等にコスト、
期間を要する。

敷地形状により、施設、導線等、効果的な
配置が左右されるため設定。

5点 ・整形地、不整形地の違いによって、敷地面積の大小やコ
スト面、処理効率などに影響が生じる。

5点

5点

ⓒ 放流先の
　　条件

㋐ 漁業権の有無 1

・市街地及び将来市街化の予想区域から500ｍ以上離
れた場所
(都市計画法に基づく計画標準（案）を参考)

河川等への雨水、廃水等の放流において、
利水、水域利用に配慮することが必要であ
ることから設定。

5点 ・漁業権を調査漁業権がある場合は、配慮が必要

①
候補地概要

とっとりＷｅｂマップ、Google Earthを活用して道路状況を
確認（必要により現地確認）

㋑ 車線数 5点 ・車線数が多い方が交通安全が図りやすい。
・１車線の場合、離合が必要となる。

2

3

通学有無については、行政担当者に聞き取りして確認。

交通量は道路交通センサスデータを活用。（必要により
現地簡易計測）

㋒ 歩道有無 ・歩道なしの場合、歩行者の安全性確保が課題

㋓ 通学有無 5点 ・通学有の場合、搬入時間の調整が必要

㋔ 混雑度 5点 ・１を超えると渋滞が起こるため、配慮が必要
・候補地付近の幹線道路における混雑度を平均化する。

・２系統以上の場合、車両分散が図れる。 1

都市計画法
都市計画図により確認

㋑ 農業地域 1 農地の保全、農業者への配慮が必要である
ことから設定。

5点

②-ⓑ-㋒

②-ⓐ-㋔

ⓑ 周辺土地
　　利用

1 住宅群（集落）、病院、学校に対し、一定程
度の距離があることが、住民への配慮として
適切であるため設定。

5点 ・市街地及び将来市街化の予想区域から500ｍ以上離
れた場所
(都市計画法に基づく計画標準（案）を参考)

②-ⓑ-㋐

㋑ 病院までの距離（ｍ） 5点

㋐ 住宅群（集落）までの距離（ｍ）

許可権者（鳥取県）に指定状況を確認
（日野川水系に指定あり）

㋑ 利水の有無 5点 ・利水があり、影響大の場合は迂回用の専用排水管が必
要

1

農業振興地域の整備に関する法律
関係図書・図面等により確認

㋐ 都市地域 1 廃棄物処理施設は、工業系の用途への配
置が有効であることから設定。

5点 ・工業系以外の区域で、住宅等が位置している場合、騒
音や悪臭対策を充実化することが必要

1

森林法
関係図書、図面等により確認

とっとりＷｅｂマップ、Google Earthの航空写真、地形図
を活用して確認（必要により現地確認）

とっとりＷｅｂマップ、Google　Earthの航空写真を活用して
計数、計測

住宅群とは、「住居等がおおむね15戸以上連たんしてい
る」集落とする。（参考：米子市市街化区域と一体的な地
域等に係る開発許可等の基準に関する条例第2条の「小
規模集落の区域」の定義による。）

病院とは、医療法に基づき、「医師、歯科医師が、医業、
歯科医業を行う病院、診療所」とする。

学校とは、学校教育法に基づき、「幼稚園、小学校、中
学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別
支援学校、大学及び高等専門学校」とする。なお、学校
教育法上の学校ではないが、児童福祉施設（保育園
等）、認定こども園等についても、同様に取り扱うものとす
る。

㋒ 森林地域 1 森林保全、災害防止への配慮が必要である
ことから設定。

5点 ・開発行為において許認可（届出）が必要
残置森林や造成森林の確保など、森林保全が必要

1

ⓓ 土地利用
　　規制

・農地を開発する場合は、農業振興地域除外申請、農地
転用の手続きが必要
・耕作地の場合、代替地を求められることも想定

1

1

②-ⓑ-㋑

㋒ 学校までの距離（ｍ） 5点 ・市街地及び将来市街化の予想区域から500ｍ以上離
れた場所
(都市計画法に基づく計画標準（案）を参考)
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◆別表２(2) 一次評価における評価項目・評価方法・評価項目別評価基準②（点数化方法） 

 

  

1 5点 優 : 指定されていない。 ・指定されている場合、許認可が必要 1

可 : 指定されている。

優 : 指定されていない。

可 : 指定されている。

1 5点 優 : 存在しない。 1

可 : 存在する。

1 5点 優 : 埋蔵文化財包蔵地ではない。

良 : 敷地の一部が埋蔵文化財包蔵地である。

可 : 敷地の大部分が埋蔵文化財包蔵地である。

配点15点 3区分 評価項目数 4 計20点

優 : 指定されていない。

良 : 土砂災害警戒区域に該当している。

可 : 土砂災害特別警戒区域に該当している。

優 : 指定されていない。

可 : 指定されている。

優 : 指定されていない。

可 : 指定されている。

優 : 指定されていない。

可 : 指定されている。

優 : 指定されていない。

可 : 指定されている。

優 : 想定区域外

良 : 浸水深0.5ｍ未満

可 : 浸水深0.5ｍ以上

優 : 想定区域外

良 : 浸水深0.5ｍ未満

可 : 浸水深0.5ｍ以上

優 : 地すべり地形ではない。

良 : 隣接地に地すべり地形がある。

可 : 地すべり地形に該当している。

優 : 1未満

良 : 1以上～2未満

可 : 2以上

優 : 断層は付近（200ｍ以内）に存在しない。 1 鳥取県地域防災計画により確認

可 : 断層が付近（200ｍ以内）に存在する。

配点16点 2区分 評価項目数 10 計50点

配点小計65点 12区分 評価項目数計 32 計160点

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法
律。関係図書・図面等により確認

別紙
説明

調査方法基本評価項目 評価区分 評価項目 設定理由
評価項目

配点
評価基準 評価基準の考え方

④
防災性

ⓐ 法規制等 ㋐ 土砂災害防止法の区域 1

2

3

4

5

災害に関連する指定地域は、防災対策の
充実が求められることから設定。

法律による指定地内での開発については、
許認可手続きが必要である。

山地災害危険地区については、法律による
指定ではないが、防災上配慮が必要であ
る。

洪水や津波については、施設での浸水対応
が不可欠となる。

指定地の場合、災害時において住民の避
難場所としての適性に劣る。

㋒ 砂防指定地

㋔ 山地災害危険地区

③
自然環境
・文化財

㋐ 鳥獣保護区(指定状況)

5点 ・特別警戒区域では建築制限によりコスト増
・警戒区域においても造成（切土等）による新たな指定地
が出現することが懸念される。

1 土砂災害防止法
関係図書・図面等により確認

㋑ 地すべり防止区域

ⓒ 史跡・
　　文化財

㋑ 埋蔵文化財の有無

ⓐ 貴重種の
　　生息環境

自然公園法に基づく国立公園（大山隠岐国立公園）、国
定公園（比婆道後帝釈国定公園）、県立自然公園（奥日
野県立自然公園）や鳥取県条例に基づく自然環境保全
地域（馬場、金華山、神戸上県立自然環境保全地域）
の確認
関係図書・図面等により確認

㋕ 洪水浸水想定区域 5点 ・洪水時の迅速な避難を確保するなどにより被害の軽減
を図るため、浸水等が想定される区域と水深を明らかにし
ている。
・浸水区域では電源室への配慮等が必要
・施設は、防災拠点の機能を有し、また、社会インフラであ
ることを踏まえ、浸水深は敷地のかさ上げが可能な高さを
想定し設定した。

1 水防法
関係図書・図面等により確認

㋖ 津波災害警戒区域

5点 ・指定地内での行為を行う場合は許可が必要
・指定地は河川等の浸食、土砂の流出または堆積が顕著
な場所であり、防災への配慮が必要

1 砂防法
関係図書・図面等により確認

㋓ 急傾斜地崩壊危険区域 5点 ・傾斜度が30度以上の土地において行為が制限される区
域であり、許可が必要

1 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律
関係図書・図面等により確認

地震ハザードステーション（国立研究開発法人 防災科学
技術研究所）により確認

㋑ 地盤係数 5点 ・１を超えると地震波が増幅される。
・当該圏域の数値は0.57～2.21

埋蔵文化財包蔵地内での開発行為は、保
全等の対応が求められるため設定

㋒ 既知断層からの距離（ｍ） 5点 ・断層の破砕帯幅は120ｍと想定。安全側を考慮し設定

ⓑ 自然環境
　　規制

㋐ 自然保全地域 1 自然環境の保全への配慮が必要であること
から設定。

5点 ・自然環境の保全や生物の多様性の確保のために指定さ
れた地域で開発行為は許可、届出が必要

1

貴重種等の生息・生育地は保護することが
求められることから設定。

史跡・名勝・天然記念物の移設は困難であ
るため設定

㋐ 史跡・名勝・天然記念物の有無 ・史跡、名勝、天然記念物や埋蔵文化財が存在する場
合、存在する可能性がある場合は、教育委員会等との協
議を行い、調査することが必要

関係図書・図面等を確認、教育委員会等聞き取り。
文化財保護法、鳥取県文化財保護条例、各市町村文
化財保護条例等に基づく。

ⓑ 地盤状況 ㋐ 地すべり地形 1

2

3

地震発生時の影響の大小に関係するもので
あることから設定。

地盤が緩いと震源から離れた場所において
も大きな揺れなる。

断層のずれによる施設への直接の影響を考
慮する。

5点 ・過去の地すべりの地形的痕跡であり、施設配置等に配
慮が必要

1

5点 ・崩壊土砂流出による災害発生が懸念される地区で、警
戒避難等により災害発生を未然に防止するために設定、
防災への配慮が必要

1

④-ⓑ-㋑

④-ⓑ-㋒

5点

5点 ・指定地内での制限行為（一定の規模の切土、盛土など）
を行う場合は許可が必要

1 地すべり等防止法
関係図書・図面等により確認

とっとりＷｅｂマップにより
関係図書・図面等により確認
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◆別表３ 二次評価における評価項目・評価方法・評価項目別評価基準（点数化方法） 

 

※ 【 】の評価項目は、中間処理施設と最終処分場においてそれぞれの内容とする。 

㋐ 土地の取得性 優 : 全て構成市町村の公有地である。 ・公有地の割合が大きいほど、用地取得は容易となる。

良 : 全てが公有地（市町村・国・県所有）である。

可 : 全部又は一部が民有地である。

優 : 10人未満

良 : 10～50人

可 : 50人以上

優 : 抵当権、地上権の設定はない。

可 : 抵当権、地上権の設定がある。

優 : 想定工期は計画期間内に収まる。

可 : 想定工期は計画期間内に収まらない。

配点15点 2区分 評価項目数 4 計20点

優 : 4億円未満

良 : 4億円以上～5億円未満

可 : 5億円以上

優 : 0.1億円未満

良 : 0.1億円以上～0.2億円未満

可 : 0.2億円以上

優 : 1.5億円未満

良 : 1.5億円以上～3億円未満

可 : 3億円以上

優 : 1億円未満

良 : 1億円以上～2億円未満

可 : 2億円以上

優 : 1.5億円未満

良 : 1.5億円以上～3億円未満

可 : 3億円以上

優 : 1.5億円未満

良 : 1.5億円以上～3億円未満

可 : 3億円以上

1 優 : 5億円未満

良 : 5億円以上～7億円未満

可 : 7億円以上

優 : 50億円未満

良 : 50億円以上～70億円未満

可 : 70億円以上

配点20点 3区分 評価項目数 6 計30点

配点小計35点 5区分 評価項目数計 10 計50点

別紙
説明

調査方法評価項目 設定理由
評価項目

配点
評価基準

1
2

計算モデルを活用して収集運搬費を算定
運搬距離により費用を算定

㋑ 【最終処分場】
　   埋立物運搬費(億円/年)

⑤-ⓐ-㋑

㋒ 抵当権等の設定状況 5点 ・解除できない抵当権等の設定がある場合、用地買収を
困難とする

㋑ 地権者数 1 地権者が多く、抵当権設定により買収自体
の困難性も高くなることから設定。

5点 ・地権者が多い場合、用地交渉に時間を要する

5点

1 土地登記簿により確認

造成土量等より検討

⑥
経済性

ⓐ 運搬費 ㋐ 【中間処理施設】
　   収集運搬費(億円/年)

1

2

3

【中間処理施設】収集運搬費は、広域処理
における課題であり、処理コストの影響が大
きいため設定。

【最終処分場】影響は小さいが、距離に応じ
て差が出るため設定。なお、中間処理施設
の第1順位の候補地からの費用とする。

インフラは施設の稼働に不可欠で、条件に
よりコスト増となるため設定。

・市役所等を想定した収集運搬費は、3.7億円～6億円程
度

⑥-ⓐ-㋐

ⓑ 建設期間 ㋐ 施設整備スケジュール 1 敷地造成等の土工数量が多いと工期が長く
なることから設定。

5点 ・工事期間が長く供用開始が遅れると、圏域全体でのご
み処理計画の変更が必要

⑥-ⓑ-㋐

5点

・運搬費は10,000～30,000千円程度 ⑥-ⓐ-㋑

⑥-ⓑ-㋒

㋓ 公共下水道（敷設費）(億円) 5点

1

2
3

地形図を基に造成図等を作成し、概算工事数量を計
数、工事費を算定し、財源を検討
軟弱地盤の場合は地盤改良等も含める。
用地費等についても面積の求積により算定

㋑ 【最終処分場】
　   処分場・浸出水処理施設
　　 整備費（億円）

・基本構想、他事例から推定
　基本構想最大45億円、他事例最大約90億円と仮定

⑥-ⓒ-㋑

・最大敷設距離を3ｋｍとした場合の費用は4.5億円 ⑥-ⓑ-㋓

㋐ 【中間処理施設】
　   敷地造成費（億円）

地形条件により整備費が大きく変動すること
から設定。

・他事例から推定
　山　間：用地費0.9億円＋造成費3.5億円＝4.4億円

　市街地：用地費5.8億円＋造成費1.9億円＝7.7億円

⑥-ⓒ-㋐

地形図より計測、現地確認、行政担当者への聞き取りに
より敷設費等を算定

㋑ 水道（敷設費）(億円) 5点 ・最大敷設距離を3ｋｍとした場合の費用は3.0億円 ⑥-ⓑ-㋑

1

ⓒ 施設
　 整備費

㋒ 電気（敷設費）(億円) 5点 ・最大敷設距離を7ｋｍとした場合の費用は3.5億円
・電力会社負担有の場合（事例による）

ⓑ インフラ
   整備費

㋐ 搬入道路(新設・改良費)
   (億円)

5点 ・最大敷設距離を3ｋｍとした場合の費用は4.5億円

ⓐ 用地取得

⑤
事業実効性

5点

評価基準の考え方

1 用地取得を効率的に行うことが、事業の円
滑な推進に欠かせないことから設定

基本評価項目 評価区分

1
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評価基準における数値範囲の設定 

１ 考え方 

評価項目のうち、調査結果が数量で示されるものについては、最大値あるいは最小値など

の範囲を設定しておくことで有効な評価ができると考えられる。 

たとえば、候補地間の差が小さく、有意なものでない場合には正しく評価できなくなるこ

とが懸念される。そこで、評価（優・良・可）における数値の範囲を設定するものとした。 

 

 

２ 評価範囲値の設定（一次評価） 

2-1 ②-ⓐ-㋔ 生活環境・周辺条件 幹線道路 混雑度（－） 

範 囲 優 1未満 良 1以上～1.5未満 可 1.5以上 

 

幹線道路の交通量情報は、交通センサスにより 12 時間交通量、混雑率等が示されている。 

交通量の大小は、道路交通容量（道路条件において１車線あたり通過させることができる

１時間あたりの交通量）に関連して評価すべきであることから、評価項目を混雑度とした。 

混雑度が１を超える場合は、道路交通容量を超える交通量であり、渋滞等が起こっている

ことを示す。 

なお、評価にあたっては、候補地付近の幹線道路の系統を十分考慮して、平均的な混雑度

を算出するものとする。 

 

◆圏域国道の混雑度 

 
（資料：平成 27 年度全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査 箇所別基本表 国土交通省より算定） 

 

 

 

12時間交通量
1車線あたり
12時間交通量

混雑度
(全地点の平均値）

台/12時間 台/12時間・車線 -

一般国道９号 西部圏域全地点 10,388 4,238 0.81

一般国道１８０号 西部圏域全地点 4,108 2,054 0.54

一般国道１８１号 西部圏域全地点 11,205 4,355 0.90

一般国道４３１号 西部圏域全地点 22,940 5,652 1.05

道路 地点

資料２参考資料 
令和３年１０月１８日 

第２回用地選定委員会 
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◆米子市役所前の９号線の情報 

 
（資料：平成 27 年度全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査結果（可視化ツール） 国土交通省） 

 

 

 

 

 

 

 

国道９号は４車線道路で、昼間 12 時間交通量

は 18,420 台であり混雑度は 0.56 である。 

市役所前を通過して安来市方面に通行すると

交通量は 17,218 台に減少するものの、２車線

となり、混雑度は 1.50 と高くなる。 
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2-2 ②-ⓑ-㋐ 生活環境・周辺条件 住宅群（集落）までの距離（ｍ） 

2-3 ②-ⓑ-㋒ 生活環境・周辺条件 病院までの距離（ｍ） 

2-4 ②-ⓑ-㋓ 生活環境・周辺条件 学校までの距離（ｍ） 

範 囲 優 500ｍ以上 良 300ｍ以上～500ｍ未満 可 300ｍ未満 

 

住宅群（集落）、病院、学校までの至近距離は、候補地抽出において 300ｍ以内を除外し

ている。近年は、市街地近傍での施設整備事例も増えているが、住民の生活エリアに近接す

るよりは、一定程度の距離があることが適切である。なお、指標としては、都市計画法に基

づく計画標準（案）に定める「ごみ焼却場の整備は、市街地及び将来市街化の予想される区

域から 500ｍ以上離れた場所を選ぶこと」を参考に設定した。 

2-5 ④-ⓑ-㋑ 防災性 地盤状況 地盤係数（－） 

範 囲 優 1未満 良 1以上～2未満 可 2以上 

 

地盤係数は、地震時に到達した震度の増幅率を示すものである。震源から同じ距離にある

場合においても地盤係数（地盤増幅率）が高いとより大きな揺れとなり災害となることが懸

念される。西部圏域では、北部の弓ヶ浜半島エリアは軟弱な地盤であり、地盤係数（地盤増

幅率）が高くなっている。赤系のエリアが２を超えるエリアで大山町の海岸エリアにおいて

2.21と最大を示す。 

◆当該圏域の地盤係数（地盤増幅率） 

 

 https://www.j-shis.bosai.go.jp/map/ 

https://www.j-shis.bosai.go.jp/map/
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2-6 ④-ⓑ-㋒ 防災性 地盤状況 既知断層からの距離（ｍ） 

範 囲 
優  付近（200ｍ以内）に 

存在しない。 

可  付近（200ｍ以内）に 

存在する。 

 

既知断層に関しては、抽出条件として「既知の鳥取県西部地震断層及び鎌倉山南方活断層

の直上でないこと。」とした。 

ここで、断層の直上においては、「地盤のずれ」により施設が損傷するなど、重大な災害

を生じるおそれがあることから、候補地として不適であるとし、ダムサイトの位置選定におい

ても配慮されている。また、断層付近では、断層運動に伴い、せん断面（断層がずれる面）に

従って破砕帯が形成される。破砕帯は、細粒・未固結の物質から構成される幅を持った範囲で

あり、施設の立地については、活断層直上と同様に不適であると考えられる。 

破砕帯の幅は、OGATA（1976）により 1700ヶ所の断層資料より断層の長さと破砕帯の幅との

関係が明らかにされている。さらに、金折（2001）は、断層の長さと破砕帯の幅の関係式を以

下のように示している。 

 

 Ｔ ＝ 0.83 × 10-３ × L1.15  

ここで、 

Ｔ：破砕帯片側幅（m） 

Ｌ：断層の長さ（m） 

 

これより、破砕帯の幅（片側）は、

鳥取県西部地震断層で 104ｍ、鎌倉山

南方活断層で 117ｍとなる。 

なお、両断層からの離隔距離は、西

部圏域において概ね 30ｋｍである。 

（資料：鳥取県地震・津波被害想定調査報告書 H30.12鳥取県） 

◆想定断層における破砕帯幅 

 断層長さ 破砕帯片側幅（ｍ） 

鳥取県西部地震断層 27ｋｍ 104ｍ 

鎌倉山南方活断層 30ｋｍ 117ｍ 
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３ 評価範囲値の設定（二次評価） 

3-1 ⑤-ⓒ-㋐ 事業実効性 用地取得 地権者数（人） 

範 囲 優 10人未満 良 10人以上～50人未満 可 50人以上 

 

用地買収において地権者 50人レベルの場合、相続者所在不明の割合が多くなると考え

る。不明者の土地があると、裁判手続き等が必要となり、事業実効性において、候補地とし

ての有効性が劣ることになる。 

 

3-2 ⑥-ⓐ-㋐ 経済性 運搬費 【中間処理施設】収集運搬費（億円/年） 

範 囲 優 4億円未満 良 4億円以上～5億円未満 可 5億円以上 

 

収集運搬費は、主なごみ排出場所を市役所、町村役場とし、さらに運搬先を市役所、町村

役場とした場合において直送方式で試算している。その結果では、６市町村において最大費

用は大山町役場に運搬する場合で 119.98億円/20年（6.0億円/年）である。一方、最小費

は米子市役所に運搬する場合で 78.38億円/20年（3.9億円/年）である。 

 

◆可燃ごみの収集運搬費試算(直送方式の場合) 

 
 

 

 

73.83 

78.38 

96.23 

87.89 

119.98 

103.26 

94.99 

195.81 

160.81 

147.67 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

現 状

ケース①

ケース②

ケース③

ケース④

ケース⑤

ケース⑥

ケース⑦

ケース⑧

ケース⑨

20年間の収集運搬費 億円

米子市 境港市 日吉津村 大山町 南部町 伯耆町 日南町 日野町 江府町

約138億円/20年間

(ケース①収集運搬費

＋60億円）

広域化のコストメリットは60億円程

度と試算している。

このメリット以内となるエリアは、

西部圏域の南部に位置する日南町、

日野町、江府町以外の地域となる。
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ケース別 施設の位置（仮定） 

① 米子市役所 

② 境港市役所 

③ 日吉津村役場 

④ 大山町役場 

⑤ 南部町役場 

⑥ 伯耆町役場 

⑦ 日南町役場 

⑧ 日野町役場 

⑨ 江府町役場 

 

 

  

米子市

境港市

日吉津村 大山町

伯耆町

南部町

江府町

日野町

日南町

 

 

 

 

0 10 20
 km 
30

 市役所・役場

★ 

鳥取県西部圏域の人口重心(右図★位置) 

人口重心とは 

人口の 1 人 1 人が同じ重さを持つと仮定し

て、その地域内の人口が，全体として平衡を

保つことのできる点をいう。 
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3-3 ⑥-ⓐ-㋑ 経済性 運搬費 【最終処分場】埋立物運搬費（億円/年） 

範 囲 優 0.1 億円未満 良 0.1億円以上～0.2億円未満 可 0.2億円以上 

 

現在のリサイクル施設からの埋立物の運搬を想定した運搬費は、運搬先を最遠町である日

南町の場合 30,000千円/年、米子市を運搬先とした場合 14,000千円/年と試算している。 

 

◆最終処分物運搬費の試算 

 

 

  

備考

開始時刻 8:30 8:30
積込時間 0:30 0:30
運搬時間 2:22 （往復） 0:43 （往復）

運搬距離 35.5 ｋｍ 10.8 ｋｍ
走行速度 30 ｋｍ/ｈ 30 ｋｍ/ｈ

投入時間 0:30 0:30
一往復時間 3:22 1:43
可能往復回数 2 回 4 回
必要時間 6:44 6:52 １往復時間×可能往復回数
昼休み 1:00 1:00
後片付け 1:00 1:00

終了時刻 17:14 17:22

１日走行距離 142 ｋm/日 86.4 ｋm/日 運搬距離×２（往復）×往復回数

必要数 延運搬回数 959.7 回/年 959.7 回/年 10ｔ車、10ｔ積載
延運搬日数 480 日/年 240 日/年 延運搬回数÷可能往復回数
必要台数 1.85 台 0.92 台 延運搬日数÷260日/年

≒ 2 台 1 台

労務費 延作業時間 3,840 時間/年 1,920 時間/年 延運搬日数×８時間/日
単価 3,400 円/時 3,400 円/時 7,000千円/年÷260日÷8時間/日

労務費 13,056 千円/年 6,528 千円/年 延作業時間×単価

燃料費 延走行距離 68,160 ｋｍ/年 20,736 ｋｍ/年 １日走行距離×延運搬日数
燃費 3 ｋｍ/L 3 ｋｍ/L
燃料使用量 22,720 L 6,912 L 延走行距離÷燃費

単価 100 円/L 100 円/L
燃料代 2,272 千円/年 691 千円/年 燃料使用量×単価

車両費 車両購入費 30,000 千円/台 30,000 千円/台
耐用年数 5 年 5 年
１台あたり年間費用 6,000 千円/台・年 6,000 千円/台・年
必要台数 2 台 1 台
車両費 12,000 千円/年 6,000 千円/年

車両維持費 １台あたり年間費用 1,000 千円/台・年 1,000 千円/台・年
必要台数 2 台 1 台
車両維持費 2,000 千円/年 1,000 千円/年

年間費用 29,328 千円/年 14,219 千円/年

20年間費用 586,560 千円/年 284,380 千円/年

日南町 米子市
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3-4 ⑥-ⓑ-㋐ 経済性 インフラ整備費 搬入道路(新設・改良費)（億円） 

範 囲 優 1.5億円未満 良 1.5億円以上～3億円未満 可 3億円以上 

 

西部圏域には国道、県道が張り巡らされており、空白となっている山間地域においても５

ｋｍ四方である。よって、最大敷設距離を３ｋｍ、単価 150千円/ｍとして 450,000千円を

最大額と想定する。（ここでの単価は切土、盛土で構造物をしないものとした。） 

 

◆西部圏域における道路網（国道・県道） 

 
（資料：平成 27 年度全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査結果（可視化ツール）国土交通省） 

0 5 10 15 km

直径５ｋｍの範囲
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3-5 ⑥-ⓑ-㋑ 経済性 インフラ整備費 水道（敷設費)（億円） 

範 囲 優 1億円未満 良 1億円以上～2億円未満 可 2億円以上 

 

水道については、安定した施設稼働に不可欠である。搬入道路と同距離とし、最大敷設距

離を３ｋｍ、単価 100千円/ｍとして 300,000千円を最大額と想定する。 

 

 

3-6 ⑥-ⓑ-㋒ 経済性 インフラ整備費 電気（敷設費)（億円） 

範 囲 優 1.5億円未満 良 1.5億円以上～3億円未満 可 3億円以上 

 

電気敷設は、通常の高圧受電を行うものとは異なり、発電後の余剰電力を電力線に系統連

系を行い、売電（逆潮流）することが必要となる。 

電力線の系統空容量は、南部町を通過して伯耆町内に設置されている日野変電所のルート

において空容量ありとされている。その他の系統は空容量なしとなっている。 

今後、施設計画があきらかとなった段階で接続検討協議を電力会社と行うことで必要な費

用が明らかとなるが、ここでは、協議事例から、最大額を想定する。 

電気敷設費は、事例から 50千円/ｍとし、最大７ｋｍの敷設として最大値を 350,000千円

とする。 

 

◆接続検討協議事例 

区分 工事費 自治体負担 電力会社負担 備考 

固定買取制度（FIT） 
を活用した場合 

約 29 億円 約 29 億円 0 億円 
補助金の２重取り
となり、全額負担 

固定買取制度（FIT） 
を活用しない場合 

約 30 億円 約 2 億円 約 28 億円 
売電単価は 1/2 程
度 

※鉄塔、電柱等による電線の敷設距離は約 4.4ｋｍである。 

 

【コメント】 ＦＩＴを活用した場合と活用しない場合 

・ 活用する場合は、補助金（交付金）の２重取りとなる点に配慮が必要である。 

・ FIT を活用する場合の売電単価は、新電力(バイオマス)由来として発電量の５～６割に適用
されるとして 17 円/ｋWh 程度が期待される。 

・ FIT を活用しない場合は、入札による単価とした場合 8～9 円/ｋWh となる。 

・ 接続に要するコストと売電コストを比較検討したうえで、いずれを採用するかを選定するこ
ととなる。 
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◆西部圏域における道路網（国道・県道） 

 

（資料：「系統空容量マップ（110kV以下）（鳥取県）」中国電力ネットワーク株式会社 HP） 

  

境港市

米子市

日吉津村

日南町

大山町

南部町

江府町

伯耆町

日野町

0 5 10 15 km

直径７ｋｍの範囲
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3-7 ⑥-ⓑ-㋓ 経済性 インフラ整備費 下水道（敷設費)（億円） 

範 囲 優 1.5億円未満 良 1.5億円以上～3億円未満 可 3億円以上 

下水道については、焼却施設において発電効率増、最終処分場において下流側水質保全に

有効である。である。搬入道路と同距離とし、最大敷設距離を３ｋｍ、単価 150千円/ｍと

して 450,000千円を最大額と想定する。 

なお、下水道の無い行政区域もあることから、敷設できない場合の評価項目別得点は、最低点

の１点とする。 

3-8 ⑥-ⓒ-㋐ 経済性 施設整備費 【中間処理施設】敷地造成費（億円） 

範 囲 優 5億円未満 良 5億円以上～７億円未満 可 ７億円以上 

 

敷地造成費は、山間地域において山林等を開発等により必要となる。2.2ha程度の有効敷

地を確保する場合の事業費は、鳥取県東部広域行政管理組合における事例を前提に 350,000

千円（2.2ha×1.56億円/ha：税 10％）を基本とする。 

また、用地取得費も考慮することが必要である。用地費は、都市部とその他（森林など）にお

いて大きな開きがある。ここでは、敷地造成費と用地費をあわせて最大額を想定する。 

都市部では 7.64億円、その他（森林地と仮定）では 4.38億円と試算した。これより、最大額

を８億円程度と想定する。 

◆敷地造成費の事例 

自治体 事業費 敷地面積 ha 単価 備考（根拠資料） 

鳥取県東部広域 
行政管理組合 

642,000 千円 4.2ha 
1.53 億円/ha 

(1.56 億円/ha) 
組合資料(予算案) 

※ha 単価の（ ）は、消費税を８％から 10％に換算したもの 

◆敷地造成費（用地費）の想定 

区分 都市部 その他 

敷地造成費 192,000 千円 350,000 千円 

 
平地を想定し、用地のうち道路部を表層
改良する費用を見込む。 
（12,000ｍ２×2ｍＨ×8 千円/ｍ３） 

山間地を想定し、他事例による想定額を
見込む 

用地費 572,000 千円 88,000 千円 

 
用地面積 22,000ｍ２ 

単価  26,000 円/ｍ２ 
用地面積 44,000ｍ２ 

  （有効敷地の２倍） 
単価  2,000 円/ｍ２ 

合計額 764,000 千円 438,000 千円 

※ 

・用地費単価は、地価公示単価を基に、都市部、その他（山林）において概略設定した。 

・用地費は公有地の活用により低減できる可能性がある。そのため、敷地造成費（用地費）の下

限の範囲は、よりゼロに近い額となることも想定したものとした。 
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3-9 ⑥-ⓒ-㋑ 経済性 施設整備費 【最終処分場】施設整備費（億円） 

範 囲 優 50億円未満 良 50億円以上～70億円未満 可 70億円以上 

 

最終処分場整備費は、一般廃棄物処理施設整備基本構想（R3.8）において一般的な費用と

して、建設事例を基に被覆型の場合 43億円程度、従来型の場合 34億円程度とした。 

ここでは最大値を示すことが必要であることから、同規模の建設事例を基に概ね 78 億円

（36千円/ｍ３×217,000ｍ３）とした。加えて用地費を加算して施設整備費の最大額を想定し

た。 

都市部での想定額である約 90 億円を最大額とし、一般的費用として想定した 43 億円に森

林を想定した用地費 1.4億円を加えた 45億円程度を最小額の目安とした。 

 

◆最終処分場計画事例 

自治体 事業費 施設規模 ｍ３単価 備考（根拠資料） 

宇都宮市 93.3 億円 26 万ｍ３ 35.9 千円/ｍ３ 費用対効果分析 

福島市 65 億円 20 万ｍ３ 32.5 千円/ｍ３ 基本構想 

 

◆最終処分場整備費（用地費）の想定 

区分 都市部 その他（森林を想定） 

最終処分場
整備費 

7,812,000 千円 7,812,000 千円 

 他事例の最高額を参考 同左 

用地費 910,000 千円 140,000 千円 

 
用地面積 35,000ｍ２ 

単価  26,000 円/ｍ２ 
用地面積 70,000ｍ２ 

  （用地面積の２倍） 
単価  2,000 円/ｍ２ 

合計額 8,722,000 千円 7,952,000 千円 

・用地費単価は、地価公示単価を基に、都市部、その他（山林）において概略設定した。 
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【基本構想抜粋】 

◆図表 6-3-4 最終処分場建設費（オープン型） 

 

 

◆図表 6-3-5 最終処分場建設費（クローズド型） 

 

 

ケース 備考

埋立対象物 主　灰 59,900 ｍ３ 61,600 ｍ３ 61,600 ｍ３ 0 ｍ３

飛　灰 22,100 ｍ３ 22,700 ｍ３ 0 ｍ３ 0 ｍ３

不燃物 63,900 ｍ３ 30,800 ｍ３ 30,800 ｍ３ 30,800 ｍ３

28,800 ｍ３ 24,800 ｍ３ 20,100 ｍ３ 4,000 ｍ３

174,700 ｍ３ 139,900 ｍ３ 112,500 ｍ３ 34,800 ｍ３

中間覆土 29,700 ｍ３ 23,800 ｍ３ 19,100 ｍ３ 5,900 ｍ３ 処分物計×17％

204,400 ｍ３ 163,700 ｍ３ 131,600 ｍ３ 40,700 ｍ３ 最終覆土含まず

処分高 8.3 ｍ 7.8 ｍ 7.4 ｍ 5.3 ｍ 処分高 = 0.2821×処分場規模0.2767

処分場面積 24,600 ｍ２ 21,000 ｍ２ 17,800 ｍ２ 7,700 ｍ２ 処分場面積＝処分場規模÷処分高

最終覆土容量 12,300 ｍ３ 10,500 ｍ３ 8,900 ｍ３ 3,850 ｍ３ 最終覆土容量＝処分場面積×0.5ｍ

216,700 ｍ３ 174,200 ｍ３ 140,500 ｍ３ 44,550 ｍ３ 処分場施設規模＝処分容量＋最終覆土容量

≒ 217,000 ｍ３ 175,000 ｍ３ 141,000 ｍ３ 45,000 ｍ３

処分場建設費 1,215,000 千円 1,103,000 千円 987,000 千円 563,000 千円 処分場施設規模×建設単価

建設単価(消費税含む) 5.6 千円/ｍ３ 6.3 千円/ｍ３ 7.0 千円/ｍ３ 12.5 千円/ｍ３ 建設単価 = 2,633.2×処分場施設規模-0.508×1.1(消費税)

浸出水処理施設建設費 1,141,000 千円 1,064,000 千円 979,400 千円 681,200 千円

処理施設規模 163 ｍ３/日 140 ｍ３/日 118 ｍ３/日 52 ｍ３/日 処理施設規模＝1÷1000×9.6×埋立面積×0.69

建設単価(消費税含む) 7,000 千円/ｍ３ 7,600 千円/ｍ３ 8,300 千円/ｍ３ 13,100 千円/ｍ３ 建設単価 = 106,754×処分場施設規模-0.555×1.1(消費税)

＋脱塩設備 1,058,000 千円 951,000 千円 0 千円 0 千円 飛灰処分の場合　建設費＝27,200×施設規模０．７×1.1(消費税)

建設費合計 3,414,000 千円 3,118,000 千円 1,966,400 千円 1,244,200 千円

埋立物ｍ３あたり単価 19.5 千円/ｍ３ 22.3 千円/ｍ３ 17.5 千円/ｍ３ 35.8 千円/ｍ３ 埋立物ｍ３あたり単価＝建設費合計÷処分物計

埋立ケース④

災害廃棄物

処分物計

処分容量

処分場施設規模

埋立ケース① 埋立ケース② 埋立ケース③

ケース 備考

埋立対象物 主　灰 59,900 ｍ３ 61,600 ｍ３ 61,600 ｍ３ 0 ｍ３

飛　灰 22,100 ｍ３ 22,700 ｍ３ 0 ｍ３ 0 ｍ３

不燃物 63,900 ｍ３ 30,800 ｍ３ 30,800 ｍ３ 30,800 ｍ３

28,800 ｍ３ 24,800 ｍ３ 20,100 ｍ３ 4,000 ｍ３

174,700 ｍ３ 139,900 ｍ３ 112,500 ｍ３ 34,800 ｍ３

中間覆土 29,700 ｍ３ 23,800 ｍ３ 19,100 ｍ３ 5,900 ｍ３ 処分物計×17％

204,400 ｍ３ 163,700 ｍ３ 131,600 ｍ３ 40,700 ｍ３ 最終覆土含まず

処分高 10.0 ｍ 10.0 ｍ 10.0 ｍ 10.0 ｍ 処分高 = 一律10ｍ（コンクリートピット）

処分場面積 20,400 ｍ２ 16,400 ｍ２ 13,200 ｍ２ 4,100 ｍ２ 処分場面積＝処分場規模÷処分高

最終覆土容量 10,200 ｍ３ 8,200 ｍ３ 6,600 ｍ３ 2,050 ｍ３ 最終覆土容量＝処分場面積×0.5ｍ

214,600 ｍ３ 171,900 ｍ３ 138,200 ｍ３ 42,750 ｍ３ 処分場施設規模＝処分容量＋最終覆土容量

≒ 215,000 ｍ３ 172,000 ｍ３ 139,000 ｍ３ 43,000 ｍ３

処分場建設費 1,226,000 千円 1,084,000 千円 987,000 千円 550,000 千円 処分場施設規模×建設単価

建設単価(消費税含む) 5.7 千円/ｍ３ 6.3 千円/ｍ３ 7.1 千円/ｍ３ 12.8 千円/ｍ３ 建設単価 = 2,633.2×処分場施設規模-0.508×1.1(消費税)

被覆設備建設費 2,040,000 千円 1,640,000 千円 1,320,000 千円 410,000 千円 処分場面積×建設単価

建設単価(消費税含む) 100 千円/ｍ２ 100 千円/ｍ２ 100 千円/ｍ２ 100 千円/ｍ２ 建設単価 =100千円/ｍ２（一律）

浸出水処理施設建設費 608,000 千円 550,400 千円 501,800 千円 296,000 千円

処理施設規模 40 ｍ３/日 32 ｍ３/日 26 ｍ３/日 8 ｍ３/日 処理施設規模＝1÷1000×4.8×埋立面積×0.4

建設単価(消費税含む) 15,200 千円/ｍ３ 17,200 千円/ｍ３ 19,300 千円/ｍ３ 37,000 千円/ｍ３ 建設単価 = 106,754×処分場施設規模-0.555×1.1(消費税)

＋脱塩設備 396,000 千円 339,000 千円 0 千円 0 千円 飛灰処分の場合　建設費＝27,200×施設規模０．７×1.1(消費税)

建設費合計 4,270,000 千円 3,613,400 千円 2,808,800 千円 1,256,000 千円

埋立物ｍ３あたり単価 24.4 千円/ｍ３ 25.8 千円/ｍ３ 25.0 千円/ｍ３ 36.1 千円/ｍ３ 埋立物ｍ３あたり単価＝建設費合計÷処分物計

埋立ケース④

災害廃棄物

処分物計

処分容量

処分場施設規模

埋立ケース① 埋立ケース② 埋立ケース③


